	－人事の活性化・賃金の適正化を目的とした－

降格人事の手法と就業規則への規定の仕方


Ⅰ．降格とはなにか

1 業務上、組織上の必要や適格性の欠除を理由とする職位の引き上げや

役職の解任をする場合

2 人事評価に基づいて職務等級を下げる場合

3 配転に伴って役職を引き下げる場合

4 懲戒処分として職位、職階を下げる場合

5 正社員からパートや契約社員へ身分を変更する場合

Ⅱ．職位の引き下げまたは役職の解任

　１．降職とは

1 企業側の業務上または組織上の必要性がある場合　　　　　　　企業の専決事項

「星電社事件」（神戸地裁判平成3．3．14）

2 能力・適性の欠如等、従業員の帰責による場合　　　　　　　　経営権の問題

「エクイタブル生命保険事件」（神戸地裁決平成2．4．27）


人事権の行使として社会通念上、著しく妥当性を欠き権利の濫用にあたらない限り

違法性はないとして、使用者の裁量判断に委ねられる



裁量判断を逸脱しているか否かの判断基準

　・「上州屋事件」（東京地裁判平成11．10．29）

　業務上、組織上の必要性の有無・程度、能力・適性等の労働者側の帰責性の有無・程度、労働者の不利益の性質・程度等総合考慮すべき

　・「バンク・オブ・アメリカ・イリノイ事件」（東京地裁判平成7．12．4）

　　課長から課長補佐待遇への降格は人事権の濫用ではないが、さらに総務課受付業務の配転は原告の人格権を侵害し、退職に追いやる意図をもったもので裁量権の範囲を逸脱

２．役職定年・任期制と役職任免制

役職定年制　一定の年齢に達した役職者を降職させるもの
就業規則の定めがある場合
役職任期制　年齢に関わらず、役職○○年で任期満了となるもの　　有効
役職任免制　業務上、組織上から適材適所の配置を制度化したもの　人事権の行使として裁量権

３．人事評価と降職

　・「エクイタブル生命保険事件」（東京地裁決平成2．4．27）

　　役職者についての評価基準、成績評価は使用者の裁量に委ねられているので、当評価が不公正であるといえない

４．降職に伴う役職手当の減額、支給停止

　・「バンク・オブ・アメリカ・イリノイ事件」（東京地裁判平成7．12．4）

　　降職そのものが有効であれば役職手当を減給、支給停止することは有効
５．就業規則の規定

　　　　　　　　　　　降職（降格）の実施　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　・業務上、組織上の必要がある場合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・従業員の能力、適格性が不足する場合
　　　　　　　　　　人事権の発動として就業規則等の根拠規定不要
ｂｕｔ　　　　・伝統的に年功序列制が定着
　　　　　　　　　降職制度をルール化し就業規則等に根拠規定を設定

Ⅲ．職務等級の降格
１．降格とは

人事評価等によって職務等級を下げる場合　　　　　就業規則・人事評価制度の定「アーク証券事件」（東京地裁判平成11.10.29）　　　　　　めと適正運用の必要性あり

就業規則にて資格等級の見直しによる降格、降給の可能性が

予定され、その権限が根拠づけられていることが必要


２．降格の要件

1 就業規則に降格規定を定めること

2 人事評価の評価項目が客観的なものであること

3 降格基準を明確にすること

・「マルマン事件」（大阪地裁判平成12．5．8）

　業績評価が全社平均を大きく下回っていること等を理由に資格等級を3級から4級へ降格したことについて規定や根拠がないとして、降格処分は無効

３．降格に伴う降給

・「上州屋事件」（東京地裁判平成11．10．29）

資格等級5等級から４等級に下げられ９万円の減給に対し、原告の不利益は小さくないが一段階の降給であることや勤務態度に照らしやむをえない

・「マルマン事件」（大阪地裁判平成12．5．8）

　職能部分の賃金の額は雇用契約の重要な部分であり、同意を得るか、就業規則上に明記すべき

Ⅳ．配転による降職

　　・「日本電信電話事件」（広島地裁判昭和63．7．26）　　　

配転は労働契約により取得する指揮命令権に基づき命じえるものであり、人事権の濫用と認める

根拠は見当たらない

　・「ディエファイ西友事件」（東京地裁決平成9．1．24）

　　配転と賃金とは別個の問題であり配転と降職が併せて行われる場合、配転命令に従うことが

　　直ちに賃金減額処分に服さなければならないものではない


　　降職と配転を同時に行う場合には、降職における賃金減額と配転とを明確に区別し

て実施

　Ⅴ．懲戒処分による降格

１．懲戒権の根拠となる３つの説

①固有説（経営権発動説）　　企業秩序の破壊行為があった時は、使用者は明文の規定がな　　　　　　　　　　　　　くとも固有の権利として経営権を発動し懲戒権を行使し得る

・「北辰精密工業仮処分申請事件」（東京地裁決昭和26．1．8）

懲戒について明示の規範がない場合でも企業にとって必要やむを得ないときは、その行為に応じて適当な制裁を加え得ることは企業ならびに労働契約の性質上当然

②特約説（契約説）　　就業規則に定めがないときは懲戒権を行使することはできない

③事実上の権利説　　　企業は秩序を維持するために事実上の権利として懲戒権をもつ
　　・「東北福祉大学事件」（仙台高裁判平成9．7．1）

　　　懲戒処分を行うためには、その根拠として就業規則においてその要件および効果が

定められていることが必要
　


　　　就業規則に規定がない場合、又は10人未満の事業所で就業規則を作成してない場合

　　救済的なものとして①経営権発動説や③事実上の権利権を適用


２．懲戒処分としての降格と降給

懲戒処分として降格の場合による降給は減給の制裁に当たるか



　降格によって職務内容に変更があつた場合には、減給の制裁には該当しないが、

　著しい賃金の低下を伴う場合には不利益の程度と降格の必要性が問われる。

また、判例では降格規定の存在や人事権や懲戒権の濫用を認めるなど細心の注意必要
３．規定の仕方

　　　　　　　　原因となった事実の程度の認定

実務的には　　　処分の決定方法　　　　　　　　　規定に記載し明文化

　　　　　　　　事由に対する処分の重さ

　　　Ⅵ．正社員から契約社員への降格

・「倉田学園事件」（高松高裁判平成9．12．19）

　労働契約の基本的内容を変更するものは、労働契約の同一性（継続性）を欠き事実上、解雇と

労働契約の再契約に当り、降格にはあたらない


　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｂｕｔ

　　・「スカンジナビア航空事件」（東京地裁決平成7．4．13）

　　　従業員の労働条件の変更が企業経営上必要不可欠であり、労働者の受ける不利益を上回る場合かつ解雇回避の努力を尽くしたと認められる場合には労働条件の変更を伴う新たな雇用契約の締結に応じない従業員を解雇することができる＝変更解約告知

　　　しかし、判例上も学説上も法理論として確立されておらず、適用は難しい
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1回の額が平均賃金の1日分の半額を超え、総額が一賃金支払期の総額の10分の１を超えてはならない











本人の同意がない限り一方的に行うことはできない
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